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日本医師会の取り組み

公益社団法人 日本医師会

常任理事 長島公之

2022年5月11日 第１回オンライン資格確認推進協議会 資料１
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オンライン資格確認導入・マイナンバーカード取得促進に関する発信文書の発出

2021年３月のプレ運用開始月以降、以下11件のオンライン資格確認導入やマイナンバーカード取得を

促す文書を発信し、都道府県医師会経由及び日医ホームページ上で働きかけを実施。

• オンライン資格確認導入に向けた追加補助の締切等に関するリーフレット等の送付について（2021/3/2）

• マイナンバーカードの積極的な取得と利活用の促進について（2021/3/9）

• オンライン資格確認導入に向けた追加補助の締切及び顔認証付きカードリーダー申請に関する補足について（2021/3/24）

• オンライン資格確認のプレ運用の継続 ならびに、顔認証付きカードリーダーに係る「機種未定」への変更申込みに関する周

知について（2021/3/31）

• マイナンバーカードの健康保険証利用の促進及び業界団体・個社の取組の好事例の情報提供について（2021/6/3）

• オンライン資格確認導入に向けた追加補助の締切等に関するリーフレット等の送付について（2021/7/2）

• オンライン資格確認「集中導入期間」実施中に関するリーフレットの送付について（2021/9/7）

• 「オンライン資格確認」本格運用開始について（2021/10/20）

• マイナンバーカードの取得及び健康保険証利用申込の促進並びに業界団体・個社の取組の好事例の情報提供について

（2021/12/22）

• 「オンライン資格確認」の利用促進について（2022/2/15）

• オンライン資格確認導入に関するリーフレットの送付について（2022/4/25）
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令和3年度日本医師会医療情報システム協議会（2022年2月19日・20日にWeb開催）

前年度に引き続き、オンライン資格確認に関するプログラムを用意（2月19日）。

・セッションⅠ．日本医師会が目指す医療ICT

長島常任理事が、「オンライン資格確認の回線は、全国の医療機関等
を結ぶネットワークの基盤となるものであり、今後、本ネットワークを
利用した医療機関向けの様々なサービスを提供する基盤として活用
可能となることを日本医師会は期待し、協力を行っている」旨を説明。

・セッションⅡ．国が目指す医療ICT

厚生労働省保険局医療介護連携政策課保険データ企画室の大竹室長
が、「オンライン資格確認・現状と展望」として、仕組みの概要と導入の
メリット、データヘルスの基盤としての展望、現在の導入状況と課題や
保険証利用申込の推進について説明。

両セッションの総合討論において、参加者からの質問に答えつつ、日本医師会、
行政の双方から導入を呼びかけ（現在もメンバーズルームで映像公開中）。

※この他、各地の医師会等におけるICT関係の会合で、長島常任理事がオンライン資格確認を説明。
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日医ニュースによる広報活動（12.2万人の会員に郵送＆Ｗｅｂ掲載）

2021/2/5号 2021/11/5号
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オンライン資格確認等システム導入に関する相談事例の収集

医療機関日本医師会

支払基金等

③ＨＰへの
掲示や回答

①オンライン資格確認
の懸念点の報告

②懸念事項の問い合わせ

・2020年12月、ホームページメンバーズルーム内にて、

「オンライン資格確認等システム導入に関するシステム事

業者の不適切対応事例の収集」を開始。

・202１年3月、不適切対応事例収集だけでなく、導入や運

用全般に関する相談窓口にリニューアル。

・2022年4月末までの問い合わせ件数103件

（その他、電話相談だけのケースもあり）。

・うち73件が「イニシャルコストが補助上限を上回る」、「ラ

ンニングコストがかかる」といったコスト面の問題。

・73件中、28件が同一ベンダー。

・その他
「回線関係（既存が使えない、追加費用が高い等）」
「カードリーダ関係（キャンセル希望、別機種に変更希望等）」
「ベンダ関係（調達が遅い、既存システムリプレース必要等）」
「運営関係（窓口対応が悪い、医療機関コード更新が遅い等）」

寄せられた情報を厚生労働省と共有し、ベ
ンダーへの働きかけなどを依頼
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都道府県医師会からの意見収集（主な意見①）

・2022年4月、本協議会に先駆け、都道府県医師会からオンライン資格確認に
関する意見を収集。以下、主な意見を例示。

１．費用（イニシャル・ランニング）関係

・イニシャルコストが補助金の上限額を超える場合がある。

・ランニングコストが発生する（高額のため、保険点数で賄えるか不安）。

２．診療報酬関係

・マイナンバーカードの普及率が低い現状では、電子的保健医療情報活用加算
を算定できる医療機関は限りなく少ない。

・診療報酬改定で点数が付くようになったため、これから導入するところが
増えてくるのではないか。
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都道府県医師会からの意見収集（主な意見②）

３．オンライン資格確認の普及関係

・今後予定されている電子処方箋の実用化、さらには近い将来実現される
電子カルテの標準化の際には、オンライン資格確認の接続が利用されること
となっており、医療機関はそれぞれ体制を整えて受け入れることが望ましい。

・3月20日現在、導入、運用を始めた医療機関は全国で1４％との記事が報道
されている。これが多いか少ないかは分からないが、もう少しシステムを簡略化す
れば導入医療機関も増えるのではないか。

４．セキュリティ対策関係

・セキュリティ対策（サイバー攻撃）が不安。

・マイナンバーカードの情報取り扱いが不安。
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都道府県医師会からの意見収集（主な意見③）

５．補償・責任関係

・情報漏洩があった場合の責任の所在が心配。

・オンライン化により電子カルテにトラブルが生じる等、利用した事によって
不利益・損害が生じた際に、医療機関の責任が問われることはないか。
損害が補償されるのか。

６．医療機関側の負担（作業工数）関係

・問い合わせ対応等（操作説明等）の増加が不安。

・保険証とマイナンバーカードが混在すると却って面倒である。

７．機材調達関係

・顔認証付きカードリーダーが届かない。

・専用PCや必要な機材が手に入らない。
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都道府県医師会からの意見収集（主な意見④）

８．マイナンバーカードの普及関係

・マイナンバーカードを持参・利用する患者さんが少ない。

・患者さんが保険証連携の設定を済ませていない。

９．導入ベンダー関係

・依頼してもなかなかベンダーが対応してくれない。対応が遅い。

・必要な部品を適切な価格で十分量供給できるよう、国として再度メーカーに
強く働きかけてほしい。

１０．オンライン資格確認システムの仕様・ルール関係

・使用方法が高齢者にとって難しそう。

・マイナンバーカードではなく、保険証を持参した患者の資格情報を照会した
場合、資格喪失していることは判明するが、新しい資格情報は不明である。
明らかになればありがたい。
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都道府県医師会からの意見収集（主な意見⑤）

１１．機材トラブル（故障等）関係

・マイナンバーカードでの資格確認の際に、センターへのネット経由の照会が
止まると診療も止まってしまう。保険証なら目視で確実。

・エラーメッセージが出た時にＳＥに対処法を聞くが、ＳＥもまだ分からない
ことが多く、すぐに解決しない。

１２．国民への周知・説明関係

・患者さんへの周知（保険証代わりとしてのマイナンバーカード）普及が遅れて
いる(周知が必要)。

・オンライン資格確認に伴う窓口負担額の増加だけがクローズアップされて
おり、メリットについては患者さんに全く伝わっていない。
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都道府県医師会からの意見収集（主な意見⑥）

１３．オンライン資格確認の利活用関係

・電子カルテなどを導入していないため、資格確認以外の役に立っていない。

・特別医療の確認もあり、それほど現在の体制で困らない。

１４．オンライン資格確認についての(医療機関側に対する)周知関係

・厚労省のホームページを見る限りでは、メリットのみで素晴らしいシステム
のように書かれている。デメリットもあるはずなので掲載してほしい。
実際行っている医療機関からは不手際の報告もされている。


